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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

     ２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

     ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。  

    ４．第49期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

  

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。  

 また、主要な関係会社における異動もありません。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第49期

第２四半期連結 
累計期間 

第50期
第２四半期連結 

累計期間 
第49期

会計期間 
自平成23年１月１日
至平成23年６月30日 

自平成24年１月１日 
至平成24年６月30日 

自平成23年１月１日
至平成23年12月31日 

売上高（千円）  3,835,432  3,820,468  8,244,907

経常利益(千円)  113,925  44,641  357,460

四半期（当期）純利益(千円)  2,676  30,159  219,204

四半期包括利益又は包括利益（千円）  110,761  76,144  317,206

純資産額（千円）  4,442,961  4,605,626  4,642,169

総資産額（千円）  11,337,020  11,181,734  11,017,540

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円）  0.15  1.73  12.44

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  34.9  36.7  37.6

営業活動によるキャッシュ・フロー（千円）  △253,138  227,062  582,585

投資活動によるキャッシュ・フロー（千円）  △201,901  △111,902  △727,906

財務活動によるキャッシュ・フロー（千円）  446,545  239,619  △274,945

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高（千円） 
 1,047,093  1,001,813  643,096

回次 
第49期

第２四半期連結 
会計期間 

第50期
第２四半期連結 

会計期間 

会計期間 
自平成23年４月１日
至平成23年６月30日 

自平成24年４月１日 
至平成24年６月30日 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）（円） 
 4.42  △0.01

２【事業の内容】
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   当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載 

  した事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。   

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間末日現在において当社グループが判断したものであります。 

   

  (１）業績の状況 

当第２四半期連結累計期間における日本経済は東日本大震災からの復興事業が内需を支える一方で、欧州債務

危機の長期化や電力供給の制約等景気を押し下げる要因により足踏み状態で推移してまいりました。 

このような経済環境のもと、当社グループは総合ファスニングメーカーとして、作業性、耐久性、耐震性、そ

して環境保全に適合する付加価値の高い製品の開発・販売に取り組み、また、中国現地法人への生産移管の促進

や固定費の削減等の収益改善活動を実施しました。また、導入３年目となった太陽光発電パネルの組立につきま

しても順調に推移いたしました。しかしながら、需要の一時的な減退の影響等により、工場生産高が減少し、減

益要因となりました。 

以上のような事業活動の結果、当第２四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高は3,820百万円

（前年同期比0.4％減）となり、経常利益は44百万円（前年同期比60.8％減）となり、四半期純利益は30百万円

（前年同期は投資有価証券評価損の発生等により２百万円の四半期純利益）となりました。 

  

当第２四半期連結累計期間におけるセグメントの業績は次のとおりであります。 

  

［建築用ファスナー及びツール関連事業］ 

 当事業の主力市場である住宅市場につきましては、東日本大震災に係る復興住宅の需要もあり、新設住宅着工戸

数は前年同期比約5％増加となりました。このような環境のもと、当社グループは主力製品であるドリルねじやソ

ーラーパネル設置用ねじ等の全社的な拡販活動を行い、生産・物流体制の再構築等の原価低減活動を行ってまいり

ました。また、太陽光発電パネルの組立も順調に推移いたしました。しかしながら、需要の一時的な減退の影響を

受け、その結果、外部売上高は3,595百万円（前年同期比1.8％減）となり、営業利益は80百万円（前年同期比

53.3％減）となりました。 

［その他事業］  

 中国における自動車用部品の販売は、日系自動車メーカーの生産増等により好調に推移いたしました。業績につ

きましては、外部売上高は225百万円（前年同期比28.1％増）となり、営業利益は26百万円（前年同期比194.3％

増）となりました。 

  

   

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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     (２) 財政状態の分析 

 当第２四半期連結会計期間末における財政状態は以下のとおりであります。  

 総資産は前連結会計年度末に比べ164百万円増加の11,181百万円となりました。これは現金及び預金が358百万

円、建物及び構築物が158百万円それぞれ増加し、受取手形及び売掛金が263百万円減少したことが主な要因であ

ります。 

 負債は前連結会計年度末に比べ200百万円増加の6,576百万円となりました。これは長期借入金が288百万円、1

年内返済予定の長期借入金が180百万円それぞれ増加し、支払手形及び買掛金が233百万円減少したことが主な要

因であります。 

 純資産は前連結会計年度末に比べ36百万円減少の4,605百万円となりました。これは利益剰余金が57百万円減

少したことが主な要因であります。 

  

  (３) キャッシュ・フローの状況  

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して358百万円増加し、残

高は1,001百万円となりました。 

 当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの概要は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果、キャッシュ・フローは227百万円の収入（前年同期は253百万円の支出）となりました。これは

税金等調整前四半期純利益44百万円に加え、減価償却費等の非資金項目の調整等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動の結果、キャッシュ・フローは111百万円の支出（前年同期は201百万円の支出）となりました。これは

主に有形固定資産の取得によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動の結果、キャッシュ・フローは239百万円の収入（前年同期は446百万円の収入）となりました。これは

主に長期借入れを行ったことによるものであります。  

  

  (４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。  

  

  (５）研究開発活動  

     当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、 百万円であります。 

    なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ   

    ん。  

   

40
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成24年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 
  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。   

   

該当事項はありません。  

   

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  39,800,000

計  39,800,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成24年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月10日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  18,688,540  18,688,540
大阪証券取引所 

市場第二部 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は1,000株で

あります。 

計  18,688,540  18,688,540 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成24年４月１日～ 

平成24年６月30日  
－  18,688,540 －  2,550,000 －  650,000
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①【発行済株式】 

（注） 1.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含

まれております。 

2.「単元未満株式」には当社保有の自己株式が126株含まれております。  
  

②【自己株式等】 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。 

（６）【大株主の状況】

  平成24年６月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

積水ハウス株式会社 大阪市北区大淀中１丁目１－88  3,877  20.75

土肥雄治 大阪府豊中市  1,713  9.17

土肥智雄 大阪府豊中市  1,505  8.05

日本パワーファスニング株式会社 大阪市北区大淀中１丁目１－90  1,382  7.40

伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 東京都中央区日本橋１丁目４－１  1,000  5.35

ジェイ・ピー・エフ共栄会 大阪市北区大淀中１丁目１－90  805  4.31

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５  766  4.10

株式会社池田泉州銀行 大阪市北区茶屋町18－14  762  4.08

株式会社滋賀銀行 滋賀県大津市浜町１－38  753  4.03

木田芳佑 愛知県豊橋市  505  2.70

計 －  13,071  69.94

（７）【議決権の状況】

  平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ 単元株式数 1,000株 
普通株式  1,382,000

完全議決権株式（その他） 普通株式  17,144,000  17,144 同上 

単元未満株式 普通株式  162,540 － 
一単元(1,000株)未満

の株式 

発行済株式総数  18,688,540 － － 

総株主の議決権 －  17,144 － 

      平成24年６月30日現在

所有者の氏名又

は名称 
所有者の住所 

自己名義所有

株式数（株） 

他人名義所有

株式数（株） 

所有株式数の

合計（株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

（自己保有株式） 

日本パワーファス

ニング株式会社 

  

大阪市北区大淀中

１丁目１－90 

 

 1,382,000

 

 ―

 

 1,382,000

 

 7.39

計 ―  1,382,000  ―  1,382,000  7.39

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平

成24年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年１月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 643,096 1,001,813

受取手形及び売掛金 ※  2,070,088 ※  1,806,863

電子記録債権 691,443 771,943

商品及び製品 1,241,604 1,269,896

仕掛品 271,500 276,339

原材料及び貯蔵品 614,999 629,225

繰延税金資産 93,781 88,046

その他 398,766 360,565

貸倒引当金 △7,720 △7,863

流動資産合計 6,017,559 6,196,829

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,113,021 1,272,014

機械装置及び運搬具（純額） 995,957 940,829

土地 1,325,443 1,325,443

その他（純額） 452,985 330,663

有形固定資産合計 3,887,408 3,868,951

無形固定資産 106,587 105,245

投資その他の資産   

投資有価証券 867,413 876,344

その他 164,041 157,008

貸倒引当金 △25,470 △22,645

投資その他の資産合計 1,005,984 1,010,707

固定資産合計 4,999,980 4,984,904

資産合計 11,017,540 11,181,734
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,487,308 1,253,527

短期借入金 1,359,367 1,289,837

1年内返済予定の長期借入金 887,108 1,067,730

未払法人税等 36,555 15,098

役員賞与引当金 － 6,000

賞与引当金 9,848 6,777

その他 424,473 499,343

流動負債合計 4,204,661 4,138,313

固定負債   

長期借入金 1,637,339 1,925,345

退職給付引当金 20,993 23,751

その他 512,375 488,697

固定負債合計 2,170,709 2,437,794

負債合計 6,375,370 6,576,108

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,550,000 2,550,000

資本剰余金 1,638,786 1,638,786

利益剰余金 247,729 190,366

自己株式 △185,918 △211,082

株主資本合計 4,250,597 4,168,070

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △19,955 △14,899

繰延ヘッジ損益 97 －

土地再評価差額金 15,575 15,575

為替換算調整勘定 △99,753 △67,258

その他の包括利益累計額合計 △104,035 △66,583

少数株主持分 495,607 504,139

純資産合計 4,642,169 4,605,626

負債純資産合計 11,017,540 11,181,734
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年６月30日) 

売上高 3,835,432 3,820,468

売上原価 2,821,425 2,873,922

売上総利益 1,014,006 946,546

販売費及び一般管理費 ※  866,390 ※  886,791

営業利益 147,615 59,755

営業外収益   

受取利息 5,033 587

受取配当金 10,603 8,959

為替差益 － 1,661

その他 4,491 14,612

営業外収益合計 20,128 25,821

営業外費用   

支払利息 27,227 28,326

為替差損 2,695 －

その他 23,895 12,609

営業外費用合計 53,818 40,935

経常利益 113,925 44,641

特別損失   

投資有価証券評価損 80,502 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 7,679 －

減損損失 1,256 －

特別損失合計 89,437 －

税金等調整前四半期純利益 24,487 44,641

法人税等 14,599 14,478

少数株主損益調整前四半期純利益 9,887 30,162

少数株主利益 7,211 2

四半期純利益 2,676 30,159
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 9,887 30,162

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 69,063 5,055

繰延ヘッジ損益 － △97

為替換算調整勘定 26,156 40,254

持分法適用会社に対する持分相当額 5,653 769

その他の包括利益合計 100,873 45,981

四半期包括利益 110,761 76,144

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 104,349 67,612

少数株主に係る四半期包括利益 6,412 8,532
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 24,487 44,641

減価償却費 188,359 189,737

のれん償却額 1,028 1,050

減損損失 1,256 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △182 △2,681

賞与引当金の増減額（△は減少） 12,250 △2,853

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － 6,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） － 2,757

受取利息及び受取配当金 △15,637 △9,547

支払利息 27,227 28,326

為替差損益（△は益） △10,733 △6,252

持分法による投資損益（△は益） 8,459 3,869

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 7,679 －

投資有価証券評価損益（△は益） 80,502 －

固定資産除却損 1,400 1,861

固定資産売却損益（△は益） △20 －

売上債権の増減額（△は増加） △151,097 188,953

たな卸資産の増減額（△は増加） △218,961 △36,542

未収入金の増減額（△は増加） 10,086 5,786

仕入債務の増減額（△は減少） 187,039 △238,354

未払消費税等の増減額（△は減少） 17,670 23,544

その他 △382,112 74,454

小計 △211,297 274,751

利息及び配当金の受取額 12,314 9,548

利息の支払額 △27,344 △27,363

法人税等の支払額 △26,811 △29,874

営業活動によるキャッシュ・フロー △253,138 227,062

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △142,990 △114,919

有形固定資産の売却による収入 148 2

投資有価証券の取得による支出 △12,000 －

子会社株式の取得による支出 △46,888 －

その他 △172 3,014

投資活動によるキャッシュ・フロー △201,901 △111,902
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 119,635 △70,000

長期借入れによる収入 847,200 1,000,000

長期借入金の返済による支出 △417,426 △536,901

割賦債務の返済による支出 △9,452 △9,816

リース債務の返済による支出 △32,448 △30,976

自己株式の取得による支出 △25,364 △25,163

配当金の支払額 △35,598 △87,523

財務活動によるキャッシュ・フロー 446,545 239,619

現金及び現金同等物に係る換算差額 5,300 3,937

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,194 358,717

現金及び現金同等物の期首残高 1,050,287 643,096

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,047,093 ※  1,001,813
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【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年６月30日）  

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年12月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成24年６月30日） 

※ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

当連結会計年度の末日が金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理しております。

当該手形の金額は、次のとおりであります。  

※ 四半期連結会計期間末日満期手形 

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。当該手形の金額は、次のとおりでありま

す。 

  受取手形 42,044千円   受取手形 36,774千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

賞与・給与手当 千円291,464

退職給付費用  13,110

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

賞与・給与手当 千円290,761

退職給付費用  13,441

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年６月30日現在） 

 現金及び預金勘定 千円 1,047,093

 預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
 －

 現金及び現金同等物  1,047,093

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成24年６月30日現在） 

 現金及び預金勘定 千円 1,001,813

 預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
 －

 現金及び現金同等物  1,001,813
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日） 

 １．配当金支払額 

  

 ２．株主資本の著しい変動に関する事項 

 当社は、平成23年２月14日及び平成23年２月25日開催の取締役会において自己株式を取得することを決議

し、第１四半期連結累計期間において普通株式220千株を25,040千円で取得しました。当該取引等の結果、

当第２四半期連結会計期間末における自己株式は177,492千円となっております。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成24年１月１日 至 平成24年６月30日） 

 １．配当金支払額 

  

 ２．株主資本の著しい変動に関する事項 

 当社は、平成23年11月７日開催の取締役会において自己株式を取得することを決議し、普通株式 千株

を 千円で取得しました。また、平成24年５月９日開催の取締役会において自己株式を取得することを

決議し、普通株式 千株を 千円で取得しました。当該取引等の結果、当第２四半期連結会計期間末に

おける自己株式は 千円となっております。 

  

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月29日 

定時株主総会 
普通株式  35,598 2 平成22年12月31日 平成23年３月30日 利益剰余金

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年３月28日 

定時株主総会  
普通株式  87,523  5 平成23年12月31日 平成24年３月29日 利益剰余金

129

16,508

68 8,491

211,082
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成23年１月１日 至平成23年６月30日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（単位：千円） 

 （注）１.「その他事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車・家電

等部品関連事業、不動産賃貸事業を含んでおります。 

２. セグメント利益の調整額は各報告セグメントには配賦していない全社費用であり、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。 

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

 該当事項はありません。  

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成24年１月１日 至平成24年６月30日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（単位：千円） 

 （注）１.「その他事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車・家電

等部品関連事業、不動産賃貸事業を含んでおります。 

２. セグメント利益の調整額は各報告セグメントには配賦していない全社費用であり、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。 

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

 該当事項はありません。  

   

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント 

その他事業 

（注）１ 
合計 

調整額 

（注）２  

四半期連結損益計

算書計上額  

（注）３ 

建築用ファスナ

ー及びツール関

連事業  

売上高           

外部顧客への売上高  3,659,471  175,960  3,835,432  －  3,835,432

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  3,659,471  175,960  3,835,432  －  3,835,432

セグメント利益  171,599  8,846  180,446  △32,830  147,615

  

報告セグメント 

その他事業 

（注）１ 
合計 

調整額 

（注）２  

四半期連結損益計

算書計上額  

（注）３ 

建築用ファスナ

ー及びツール関

連事業  

売上高           

外部顧客への売上高  3,595,075  225,393  3,820,468  －  3,820,468

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  3,595,075  225,393  3,820,468  －  3,820,468

セグメント利益  80,212  26,032  106,245  △46,490  59,755
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。  

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年６月30日） 

  １株当たり四半期純利益金額 0円 銭 15 円 銭 1 73

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  2,676  30,159

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  2,676  30,159

普通株式の期中平均株式数（千株）  17,671  17,412

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 －  －

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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